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研究成果の概要（和文）：　本研究では、シンガポールのスポーツ政策に関する調査を行い、日本のスポーツ政策立案
のための情報提供を目的とした。
　これまでの調査結果から、シンガポールのスポーツ政策の中長期計画において、YOG、スポーツハブおよびメジャー
イベント招致等がそれぞれ関係性を持ち、スポーツにおける総合的な戦略として機能していることが明らかとなった。
さらに、シンガポールのスポーツ政策は国家の社会的な課題を解決するための総合的な施策として機能している可能性
が考えられた。 
　本研究の成果は、スポーツ庁（2015年10月設置予定）や2020年東京オリンピック・パラリンピックに関する政策、施
策立案の参考になり得ると考えられる。

研究成果の概要（英文）： This research investigated an effect for sports community at the 2010 Summer 
Youth Olympic Games (YOG) and a sports policy in Singapore to establish one for Japan. We interviewed key 
personnel at the Sport Singapore, YOG organizing committee, national sport federations (NF), and 
Singapore Sports School. We invited the personnel of the NF, who had worked for the Ministry of Sports 
and held meetings with Japanese sports organizations for our project. We investigated the Singapore 
Sports Hub, the new sports complex launched in 2014.The research conducted showed that a mid-term plan of 
the Singapore sports policy connected the YOG, Sports Hub, and invitations of major events, and 
functioned as comprehensive strategy of sport. The sport policy collaborated with other policies through 
the organizations above to solve societal issues.
 Outcomes of the research would help set the sport policy for the 2020 Olympics and Paralympics, or the 
Ministry of Sports planned to establish in Oct, 2015.

研究分野：スポーツ科学
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１．研究開始当初の背景 

現在、社会の多様化に伴い学校教育に様々

な問題がでていることは、多くのメディア報

道からも理解できる。その中で教育的な価値

をエリートスポーツに見出すことにより、新

しい教育政策の形成に繋がる可能性は否め

ない。研究の対象国であるシンガポールは、

教育政策に大きな力を入れていることは広

く知られている。理由は、国内資源の乏しい

状況において人づくりの根本である教育に

力を入れることは自然な流れであろう。その

国が、第 1回 YOGを招致すると共に、YOG

を視野に入れつつ国内にスポーツスクール

を設置したことは、国策としてエリートスポ

ーツに力を注ぐことを表明したと言えるで

あろう。 

これらを踏まえて、エリートスポーツ教育
を国家政策と位置づけている国の方向性に
ついて基礎的な知見を明らかにすることは、
我が国の今後の体育・スポーツ政策形成にお
いて新しい研究情報を提供できる可能性が
あった。 

また、IOCは、ジャック・ロゲ前会長を筆

頭に YOG をオリンピックの国際戦略におけ

る大きな柱と考えていることが、多くのメデ

ィア報道と IOC ホームページにより伝えら

れていた。第 1回の開催地であるシンガポー

ルが早くから立候補した背景には、IOCの戦

略とシンガポールの国家政策とが何らかの

形で一致した可能性が考えられた。その点に

も着目してシンガポールのエリートスポー

ツに関する調査研究を進めることは、国際的

な視点からも体育・スポーツが国益に繋がる

重要な政策と位置づけることになり大きな

意義があると考えられた。 

ハーバード大学のリチャード・ヴィートー

教授によれば、シンガポールを独立に導いた

初代首相のリー・クアンユーは、40年間の首

相時代に「死にもの狂いの戦略」で世界の中

でも類を見ない発展モデルを構築し、次々と

後退、衰退していく世界の国々のなかで、ま

だ時代遅れになっていない戦略を持つわず

かな国の一つと評価されている。また、息子

であり 2 代目首相であるリー・シェロンは、

ホームページ上に「YOG の誘致は、極めて

重要な試みである。第 1回の YOGの開催と

いうことでシンガポールは国をあげて全力

を尽くす」と声明を発表した。一国の首相が

このような声明を出すところに、シンガポー

ルにおけるスポーツ政策の重要性を垣間み

ることができた。我々は 2008 年よりシンガ

ポールを訪問し、多くの関係者とミーティン

グを持ち、YOG 招致の意義について調査を

行ってきた。特に YOG 組織委員会とのミー

ティングでは、「参加するアスリートとコー

チに、文化・教育プログラムをいかに理解し

てもらえるかが、YOG 成功の重要なポイン

トであった。ユースオリンピックゲームズ

（以下 YOG）はオリンピックの様に勝利を

目指して、ハイテクを駆使して戦うといった

ものだけではない。教育的、文化的プログラ

ムも含めてユースオリンピックが成り立っ

ている。これを必ず日本で選手、コーチに伝

えてもらいたい」とのコメントがあった。こ

れらのことを含めて、シンガポールにおける

YOG 招致の意義は、大変大きいと考えられ

た。 

 
２．研究の目的 

 2010年開催された YOGは、205の国・地

域が参加し、大成功の内に閉幕した。第 1回

目の開催国であるシンガポールは、教育立国

として知られているが YOG の招致を境にス

ポーツを国づくりの一つと考え実施されて

きたことが明らかになった。さらに、シンガ

ポールは、2014 年に完成予定の「スポーツ

ハブ」構想を持っていた（当初の計画より延

期し 2015 年５月完成）。これらのことから、

今後シンガポールのスポーツ政策は、東南ア

ジアの中心となる可能性がある。さらに、コ

モンウェールズ（英国圏を中心とした総合競

技大会）への影響も含めて考えた場合、我が

国のスポーツ政策に大きな参考となる可能



性が考えられた。そこで、本研究では、シン

ガポールの YOG 評価とともに今後のスポー

ツ政策に関する調査を行い、将来設置予定の

スポーツ庁への情報提供を目的とした。 

 
３．研究の方法 

 本研究の達成のために、YOG に関する国

内外の文献等の収集と分析を実施した上で、

シンガポールのスポーツを統括する自治・青

年・スポーツ省、教育省、そして元 YOG 組

織委員会のスタッフらにヒアリング調査を

実施した。さらに、シンガポールスポーツス

クールスタッフと YOG に参加した競技者と

コーチへのヒアリングを実施した。 

 日本国内では、参加した関係者にヒアリン
グを実施した。これらを多面的に実施したこ
とでシンガポールのスポーツ政策の位置づけ
とYOGの評価を行うことができた。その結果
として我が国のスポーツ政策形成過程におけ
る重要な情報を収集することに繋がった。 
 
４．研究成果 

 これまで、シンガポールのスポーツシンガ

ポール（国営のスポーツ統括団体）、YOG組

織委員会 CEO（当時）、シンガポールスポー

ツスクールスタッフ等、競技団体 CEO への

インタビュー調査を実施した。さらに、元ス

ポーツ担当省庁専門職員で現重点競技の

CEO を日本に招聘し（独）日本スポーツ振

興センター、競技団体、地域スポーツ関係者

とのミーティングを実施し研究に関するイ

ンタビュー調査を行った。さらに、最新のス

ポーツハブを視察するとともに関係者への

インビュー調査を実施した。 

 その結果これまでの調査から、シンガポー

ルのスポーツ政策の中長期計画において、

YOG、スポーツハブおよびメジャーイベント

招致等がそれぞれ関係性を持ち、スポーツに

おける総合的な戦略として機能しているこ

とが明らかとなった。 

 表 1は、これまでの調査結果から得られた

シンガポールにおける主要なエリートスポ

ーツ政策の経緯である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、シンガポールのスポーツ政策は、

YOG およびスポーツハブを通して他の政策

と連動し、国家の社会的な課題を解決するた

めの総合的な施策として機能している可能

性が高いことが明らかとなった。 

 表 2は、これまでの調査結果から得られた

シンガポールにおけるスポーツハブ建設の

動向である。  

 

 



 これらのことから、シンガポールのエリー

トスポーツ政策の中長期計画において、YOG、

Sport Hubおよびメジャーイベント招致（表

3）等がそれぞれ関係性を持ち、エリートス

ポーツにおける総合的な戦略として機能し

ていることが明らかとなった。 

 

 

 

おわりに 

 本研究の成果は、今後設置が予定されてい
るスポーツ庁（2015年 10月）や 2020年東
京オリンピック・パラリンピックに関する政
策、施策立案の参考になり得ると考えられた。 
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